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■かがわ障害者プランの基本目標の主な取組状況
○基本目標（１）障害への理解促進と権利擁護
○基本目標（２）地域での生活支援
○基本目標（３）教育、就労、社会参加の促進
○基本目標（４）安心・安全な生活を支える環境の整備

■第６期かがわ障害者プランの目標項目の達成状況

■参考資料：
令和４年度における目標項目の実績と評価

（主要施策の数値目標等）



基本目標 （１）障害への理解促進と権利擁護

〇 障害の有無に関わらずお互いに尊重し合う社会を目指し、障害に対する正しい知識の理解促進を図るとともに、障害者の虐待
防止や障害を理由とする差別の解消など障害者の権利擁護を推進する。目 標

取組状況

進捗状況

◆障害者に対する正しい知識の普及・理解促進
○ 障害及び障害等に対する県民等の一層の理解促進を目的として、県広報誌等による周知や出前型講座の積極的な実施などを通じて、県民等の障

害者の差別解消や権利擁護、虐待防止等に関する理解促進を図っています。
（Ｒ４：出前講座実績／７回）

◆権利擁護の推進
○ 三士会（県弁護士会・県司法書士会・県社会福祉士会）等の関係機関から構成される「かがわ後見ネットワーク」を平成23年度に立ち上げ、その運

営を支援している。「かがわ後見ネットワーク」は香川県社会福祉協議会に事務局を置く法人であり、障害者やその家族が成年後見制度を利用しやすい
環境づくりに努めています。（Ｒ４：相談件数／２９件、講演会／１回）

○ 各市町障害者虐待防止センターの設置を促進するとともに、県障害福祉相談所に県障害者権利擁護センターを設置し、障害者虐待に関する通報・
届出の受理や相談、支援等を行う体制を整えています。（Ｒ３：相談・通報件数／９３件、被虐待者数／１８名（R4は集計中））

○ 障害者虐待防止の円滑な施行を図るため、市町や障害福祉サービス事業所、相談支援事業所等の職員に対し、障害者虐待防止研修を実施し、人
材の資質向上に取り組むほか、県内各圏域にて実施している障害者虐待の事例検討会に対する専門職の派遣すること等により障害者虐待防止に係る
取組や体制の整備、強化に対する支援を行っています。（Ｒ４：研修／共通講義1回、窓口コース1回、施設コース2回、専門職派遣／2回）

○ 県では、障害者差別解消法の規定に基づき、職員対応要領の策定、障害者差別解消支援地域協議会の設置・運営、相談窓口（障害福祉相談
所）の設置・運営、職員研修の強化に取り組む等、法の適切な運用に努めています。また、障害者差別の解消と共生社会の実現を目的として、「香川
県障害のある人もない人も共に安心して暮らせる社会づくり条例」を制定し、法の普及啓発に努めています。
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参考資料
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◆障害者に対する正しい知識の普及・理解促進について
県広報誌等による周知については、県広報誌、県ホームページに加え、事業者向けに発信する内容の場合には香川県

商工会連合会会報誌へ掲載することで広く周知している。また、出前型講座については、障害福祉施設や社会福祉協議
会、県警本部の研修等において講義を行い理解促進を図っている。
また、これまでに「障害者差別解消法」や「香川県障害のある人もない人も共に安心して暮らせる社会づくり条例」、

「障害者虐待防止法」に関するパンフレットやリーフレット等を作成しており機会を捉えて配布を行っている。

取組状況の補足

◆権利擁護の推進
・「かがわ後見ネットワーク」は、主に①成年後見制度利用支援のための研修会、②弁護士、司法書士、社会福祉士等
の専門職による相談、③後見ネットワーク事務局職員による権利擁護相談、④成年後見制度の普及啓発を行っており、
香川県においても「かがわ後見ネットワーク」に対し「成年後見法人後見支援業務」を委託して実施している。「成年
後見法人後見支援業務」では、主に法人後見を行っている団体や今後行おうとしている団体への相談及び支援の実施や
法人後見に関する普及啓発等として講演会の実施や県民向けの相談支援を実施している。

・障害者虐待防止については、平成24年10月に施行された「障害者障害者虐待法（障害者虐待の防止、障害者の養護者
に対する支援等に関する法律）」の規定により市町や都道府県、労働局において虐待への対応を行っている。
県では毎年、厚生労働省による「障害者虐待防止法」に基づく対応状況に関する調査に伴い、県及び県内市町の対応

状況の取りまとめを行っており、直近の令和３年度分の調査結果については、相談通報件数及び虐待判断件数ともにほ
ぼ横ばいの状況である。

・障害者差別解消については、平成28年4月に施行された「障害者差別解消法（障害を理由とする差別の解消の推進に関
する法律）」の規定により市町や都道府県において障害者差別に関する相談対応や普及啓発に取り組んでいる。
また、例年「香川県障害者差別解消支援地域協議会」の本会を２回、事例検討部会を４回実施しており、関係機関窓

口における相談等事例や障害者差別に係る取組事例等の共有や意見交換を行うことで県全体における相談体制強化を
図っている。



基本目標（２）地域での生活支援
〇 障害者が、住み慣れた地域で自分らしく暮らせる社会の実現を目指し、障害者に対する相談支援体制を整備するとともに、生

活の場や活動の場の確保のための支援や、医療や保健など様々な分野と連携したサービスの充実を図り、障害者の地域での生活
を支援する。

目 標

取組状況

進捗状況

◆地域の支援体制の充実
○ 各圏域に設置している自立支援協議会を設置し、就労支援部会や事例検討会などの部会を設けて地域の課題解決を図っています。
○ 「ひきこもり地域支援センター」を精神保健福祉センターに設置し、ひきこもりに関する相談や、他の関係機関との連絡協議会の開催、ひきこもりに関する

情報発信等を行っています。また、ひきこもりサポーターを養成するほか、中高年齢層にも配慮した居場所を設置するなど総合的に実施しています（Ｒ４相
談件数 ７２３件）。

◆生活の場や活動の場の確保
○ 地域移行・地域定着の推進のために、各圏域で行政・医療・福祉のメンバーが集まる精神保健福祉部会で取組みの検討や、地域移行・地域定着支

援関係者への研修等に取り組んでいます。
○ 障害者の地域における住まいの場として、国庫補助制度を活用して、グループホームの整備を促進しています。

◆障害福祉サービス等の充実
○ 人工呼吸器を装着している児童等その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある児童等や重症心身障害児等（医療的ケア児等）が、その

心身の状態に応じた適切な支援を受けられるよう、保健、医療、福祉その他の各関連分野の支援を行う機関との連携体制の整備を図るため、関係機関
からなる自立支援協議会医療的ケア部会を開催し、支援のための施策等について協議を行っています。

○ 令和３年４月に設置した香川県医療的ケア児等支援センター「ソダテル」において、①相談支援体制の構築（相談窓口の開設、情報提供）、②支
援者の養成・人材育成（医療的ケア児等コーディネーター養成研修、支援者養成研修、フォローアップ研修）、③地域づくりと支援体制の構築（県や各
圏域の自立支援協議会等「協議の場」への出席、助言指導）を実施しています。
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参考資料：県内の自立支援協議会の設置・運営

〇 障害者が、住み慣れた地域で自分らしく暮らせる社会の実現を目指し、障害者に対する相談支援体制を整備するとともに、生
活の場や活動の場の確保のための支援や、医療や保健など様々な分野と連携したサービスの充実を図り、障害者の地域での生活
を支援する。

目 標

6

東

讃

大川圏域自立支援協議会
（さぬき市、東かがわ市）

全体会（年１回）運営会議（年９回）、定例会（年３回）、就労支援部会、相談支援部会（連絡会、
相談部会）、精神保健福祉部会、医療的ケア部会（随時）、グループホーム連絡会、障害福祉サービス事業
所連絡会、障害者権利擁護連絡会（年１回以上）、地域生活支援拠点等検討会（年４回）

高松圏域自立支援協議会
（高松市、三木町、直島
町）

全体会（年２回）、事務局会議（毎月）、運営会議（毎月）、相談支援部会（毎月）、就労支援部
会（毎月）、精神保健福祉部会（毎月）、身体障害者支援部会（毎月）、知的障害者支援部会（年
４回）、発達障害部会（隔月）、こども部会（年４回）、医療的ケア部会（年４回）、当時者団体家族
会連絡会（年２回）、居宅サービス事業所連絡会（年３回）、地域生活支援拠点検討部会（毎月）

小
豆

小豆圏域自立支援協議会
（土庄町、小豆島町）

全体会（年１回）、事務局会議（毎月）、事例検討会（随時）、就労支援部会（年１回）、精神保
健福祉部会（年３回）

西

讃

中讃東圏域自立支援協議
会（坂出市、宇多津町、綾
川町）

定例会（年２回）、運営部会（隔月）、事務局会議（隔月）、事例検討会（隔月）、就労支援部会
（随時）、日中活動部会（年９回）、地域包括ケア部会（年４回）、医療的ケア部会（随時）、発達
障害支援部会（随時）、基幹相談支援センター設置検討会（随時）、障害者差別解消支援地域協議会
（随時）

中讃西圏域自立支援協議
会（丸亀市、善通寺市、多
度津町、琴平 町、まんのう
町）

定例会（年６回）、市町・センター打合せ会（年６回）、支援センター連絡会（毎月）、相談支援連絡会
（毎月）、事例検討会（毎月）、精神保健福祉部会（毎月）、当事者部会（年４回）、児童デイ連絡
会（年２回）、施設部会（不定期）、居宅介護事業所連絡会（休止中）、教育部会（休止中）、就
労支援部会（毎月）、重症心身障害者ワーキンググループ（隔月）、成年後見（権利擁護）ワーキンググ
ループ（休止中）、地域生活支援拠点ワーキンググループ（隔月）、地域生活支援拠点コア会議（隔月）、
医療的ケア部会（年２回）

三観圏域自立支援協議会
（観音寺市、三豊市）

全体会（年４回）、運営会議（毎月）、就労部会（毎月）、事業所部会（年４回）、相談支援事業
所部会（年８回）、当事者部会（年２回）、精神保健福祉部会（年２回）、医療的ケア部会準備会
（年４回）

種別 全体会 運営部会 医療ケア 人材育成 地域移行 権利擁護
香川県自立支援協議会 ２回 ４回 ２回 ４回 ４回 ２回



基本目標（３）教育、就労、社会参加の促進

〇 障害特性等に配慮した療育や教育を行うほか、障害者が積極的にいきいきと暮らせる社会を目指し、障害者がその能力を発揮
できるよう就労支援の充実を図るとともに、スポーツや文化芸術活動の推進等を通して障害者の社会参加を支援する。目 標

取組状況

進捗状況

◆療養・教育の充実
○ 医療機関や保健所等と連携を図りながら保育所等訪問支援や専門的支援を行うことで発達に不安のある子どもへの早期に対応するため、各市町又

は各圏域に児童発達支援センターの設置を促進しています（R４高松２か所、丸亀・東かがわ・三木に各１か所設置）。
◆雇用・就労の促進

○ 社会福祉法人香川県手をつなぐ育成会に委託して、障害者就労支援員を配置し、県内の企業を訪問して障害者の働く場の開拓推進や職場定着に
努めています（Ｒ４訪問件数２，１２６件、実習受入企業数２９社、実習者数４７人、うち就職者数２２人）。

○ 就業や日常生活等への支援を必要とする障害者に対して、必要な指導・助言を行う障害者就業・生活支援センターを県内４か所に設置し、障害者の
就労支援等を行っています（Ｒ４支援対象者数１，８３８人、就職件数１５０件）。

◆社会参加の促進
○ 文化・芸術活動を通じた障害者の社会参加の促進を図るため、令和３年４月に設置した香川県障害者芸術文化活動支援センターKAGAWA 

MOVES（委託先：NPO法人音楽療法グループWALKS）を中心に、障害者等からの相談支援や文化芸術活動の情報の収集・発信、障害者による文
化芸術活動推進のための施策の検討及び実施を行っています。

○ 障害者の文化芸術活動の発表の場として、また、障害の理解促進のため、11月6,7日に香川県障害者芸術祭2022をサンポート高松で開催しました。
○ スポーツ競技を通じた障害者の自立と社会参加の促進を目的として、香川県障害者スポーツ協会を中心に、栃木県で開催された全国障害者スポーツ

大会への選手派遣やパラスポーツ体験会、次世代選手発掘プログラム等を実施するとともに、選手強化及び用具購入等のスポーツ環境整備を図りました。
（香川県障害者スポーツ大会は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止。）
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参考資料：工賃向上への取組みと障害者の実雇用率

平均工賃の状況 (単位：円) 就労支援事業所の状況 (R5.5.1現在)

※令和3年度策定のかがわ工賃向上指針より、目標工賃に時間額も設定している。

8

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
平均工賃月額
（時間額※） １６，３７７ １６，６９５ １６，６６４ １６，８９０

（２２０）

工賃向上への取組み

障害者の実雇用率

○ 平成１９～２３年度は香川県工賃増額支援計画に基づき工賃の向上に取り組んできました。平成２４年度からは３年ごとに「かがわ工賃向上指
針」を策定し、事業者による取組みが効果的に実施されるよう、事業者への専門家派遣や共同受注窓口への支援等、工賃向上に積極的に取り組んで
います（現計画期間：令和３～５年度、目標工賃月額（時間額）：令和５年度１９，３００円（２５９円））。

○ 平成２２年度から（特非）香川県社会就労センター協議会に対して「障害者就労施設における受注促進事業」を委託し、２３年度からは同協議
会を共同受注窓口として位置付け、新商品開発（うどん県バッチ和三盆、Sanuki Office Bag、福祉フラットファイル）や農作業支援等を行っています。

○ 平成２４年４月に障害者優先調達推進法が施行されたことから、共同受注窓口である香川県社会就労センター協議会等を県及び市町が随意契
約できる相手方として認定するとともに、障害者就労施設等からの物品等の購入に関する調達方針を策定し、積極的な支援に努めています。

事業所数 定員(人)
就労移行支援事業所 １３ １５７
就労継続支援A型事業所 ３０ ４６０
就労継続支援B型事業所 １４２ ２７６５
就労定着支援事業所 ７ －

実雇用率 （対前年増減） 法定雇用率達成
企業の割合 （対前年増減） 法定雇用率達成

企業数

香川県 2.16% +0.02 56.0% +1.4 494/882

全 国 2.25% +0.05 48.3% +1.3 52,007/107,691

民間企業の実雇用率（法定雇用率2.3％） （R４.６.1現在）

○ 香川労働局及びハローワークでは、法定雇用率未達成企業に対し、香川職業センター、障害者就業・生活支援センター、就労支援機関等の関係
機関と連携したチーム支援や、精神障害・発達障害について理解していただく「精神・発達障害者しごとサポーター養成講座」等を実施しています。



基本目標（４）安心・安全な生活を支える環境の整備
〇 障害者が安心して健やかに暮らせる社会を目指し、保健・医療の充実を図るほか、経済的な支援や障害者が安心して生活でき

る環境づくりなどを進めるとともに、障害者を支える人材の育成・確保に努め、障害者が安心して暮らせる安全な生活環境の整備
を推進する。

目 標

取組状況

進捗状況

◆保健・医療の充実
○ 同じ体験を持つ者同士が支え合う精神障害者ピアサポーターを養成し、ピアサポーターを通じて地域移行・地域定着の促進、精神障害者の理解などを進

めています。

◆安心して生活できる環境づくり
○ ペアレントメンター（信頼のおける相談相手としての先輩保護者）の養成・派遣による相談支援を行うなど、発達障害児者の家族支援の充実を図りま

す。また、ニーズに応じた場を提供するなど、家族に対する支援体制の構築を推進しています。
○ 身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬、聴導犬）の利用促進を図るとともに、補助犬に対する理解が促進されるよう普及啓発に努めています。

◆人材の育成・確保
○ 依存症の相談支援を行う職員を対象に研修会の開催や依存症の全国拠点である国立病院機構久里浜医療センターが主催する研修会への派遣によ

り、依存症に対応できる人材養成を図っています。
○ 在宅医療に従事する医師や看護師を対象に、医療的ケア児の在宅医療に必要な研修を実施し、医療的ケア児が在宅で訪問診療や訪問看護等の

医療を受けながら生活するために必要な人材の育成に取り組んでいます。

9



第６期かがわ障害者プランの目標項目の達成状況

〇 かがわ障害者プランの主要施策の数値目標５６項目と、障害者総合支援法における障害福祉計画の数値目標１１１項目
について、Ａ～Ｄの４段階で達成率を数値化した。概 要

主要施策の数値目標

10

分野 Ａ評価
(４点)

Ｂ評価
(３点)

Ｃ評価
(２点)

Ｄ評価
(１点) 計 平均

スコア
障害への理解促進と権
利擁護 4 2 0 1 7 3.3

地域での生活支援 12 2 4 5 23 2.9
教育、就労、社会参加
の促進 9 2 0 0 11 3.8

安心・安全な生活を支
える環境の整備 8 5 2 0 15 3.4

計 33 11 6 6 56 3.3

構成比（％） 58.9 19.6 10.7 10.7 100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害への理解促進と権利擁護

地域での生活支援

教育、就労、社会参加の促進

安心・安全な生活を支える環境の整備

計

Ａ評価… Ｂ評価… Ｃ評価… Ｄ評価…

障害福祉計画の数値目標

分野 Ａ評価
(４点)

Ｂ評価
(３点)

Ｃ評価
(２点)

Ｄ評価
(１点) 計 平均

スコア
地域生活への移行と一
般就労への移行の目標 9 2 0 1 12 3.6

指定障害福祉サービス
等の見込量 16 4 15 8 43 2.7

地域生活支援事業見
込量（市町事業） 17 4 9 8 38 2.8

地域生活支援事業見
込量（県事業） 15 3 0 0 18 3.8

計 57 13 24 17 111 3.0

構成比（％） 51.4 11.7 21.6 15.3 100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域生活への移行と一般就労への移…

指定障害福祉サービス等の見込量

地域生活支援事業見込量（市町事…

地域生活支援事業見込量（県事業）

計

Ａ評価… Ｂ評価… Ｃ評価… Ｄ評価…



参考資料：令和４年度における目標項目の実績と評価（主要施策の数値目標等）
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参考資料：令和４年度における目標項目の実績と評価（主要施策の数値目標等）
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参考資料：令和４年度における目標項目の実績と評価（障害福祉計画の数値目標等）
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参考資料：令和４年度における目標項目の実績と評価（障害福祉計画の数値目標等）
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参考資料：令和４年度における目標項目の実績と評価（障害福祉計画の数値目標等）
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参考：プラン進捗状況評価の考え方

16

評価 範囲
Ａ 100％以上
Ｂ 50％以上100％未満
Ｃ 0％以上50％未満
Ｄ 0％未満

①Ｒ２から目標値（Ｒ５）までの増減に対する、 Ｒ４ー Ｒ２
Ｒ２からＲ４までの増減の割合（達成率）による評価 達成率＝

目標値 ー Ｒ２

○目標値に対する割合（達成率）によってＡからＤの４段階で評価

②新設項目のため、Ｒ２の数値がない項目は、 Ｒ４
目標値（Ｒ５）に対する割合（達成率）による評価 達成率＝

目標値

③Ｒ２が目標値（Ｒ５）を満たしている項目は、 Ｒ４
目標値に対する割合（達成率）による評価 達成率＝

目標値

※調査結果が公表されていないなどの項目は評価の対象から除外
している（主要施策６項目、福祉福祉計画11項目）


